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（＋ 0.9 億円）
※おことわり…金額は１千万円未満を四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。

平成2９年度

予算

※（ ）内の金額は、平成 28 年度当初予算比

一般会計予算の概要

一般会計予算は 約２８２億円Point

子
育
て
支
援
を

　
大
幅
に
拡
充
！

市民一人あたりの予算
（前年度　５５４，３３３円）

○高齢者や児童の福祉などに １６６,２６９円

７２,０２５円○道路・河川などの整備に

４２,８５６円○学校・図書館・公民館などに

６４,５２５円○ごみ処理や病気の予防に
５９,４５９円○借入金返済に

８６,２３０円○行政運営費に

５６３,０４５ 円一般会計

　８,７１１円○商工・観光振興などに

２８,６０５円○農林水産業振興などに
○消防・救急活動などに ２０,４５０円

○議会の運営に 　３,２２３円
○その他 １０,６９２円

平成 29 年３月末現在の人口
（５０, ０１２人）で計算

○民生費…福祉や医療のための経費
○総務費…市政運営のための経費
○土木費…道路、河川、市営住宅などの経費
○衛生費…健康や環境のための経費
○公債費…借入金返済に要する経費
○教育費…学校や生涯学習のための経費
○農林水産業費…農林水産業振興のための経費
○消防費…安全・安心なくらしのための経費
○商工費…商工や観光振興のための経費
○議会費…議会の運営のための経費

○市税…市が徴収するお金
○地方交付税…全国どの市町村でも一定の行政サービスを提供

できるよう国が地方公共団体に交付するお金
○市債…市の借金
○国庫支出金…国からの補助金等
○県支出金…県からの補助金等
○自主財源…市税、利用料、負担金など市が徴収できる
　　　　　　お金（81.3 億円）
○依存財源…補助金や交付金など国や県などに依存する
　　　　　　お金（200.3 億円）

民生費

市税

地方交付税

公債費

総務費
土木費

教育費
国庫支出金

県支出金

衛生費

農林水産業費

消防費

その他商工費 議会費

83.2 億円
（＋ 0.6 億円）

（▲ 4.3 億円）

（＋ 6.2 億円）
（▲ 8.0 億円）

（▲ 0.6 億円）

（▲ 1 億円）

（+0.1 億円）

（▲ 2.5 億円）

（＋ 5.8 億円）

（▲ 2.3 億円）

（▲ 1.6 億円）

（＋ 1.0 億円）

（＋ 0.3 億円）（▲ 0.2 億円）

（＋ 6.3 億円）

56.2 億円

 104 億円

29.7 億円

43.1 億円
36.0 億円

21.4 億円
26.7 億円

19.7 億円

市債
35.1 億円

その他
（地方消費税交付金、地方譲与税など）

その他の
自主財源

（使用料、繰入金など）
25.1 億円

32.3 億円

14.3 億円

10.2 億円

5.3 億円4.4 億円 1.6 億円

（＋ 0.3 億円）

（対前年度当初予算比　＋ 7,700 万円）
一般会計 ２８１ 億   5,900 万円
福祉や教育、産業振興など、市の基本的な会計

（対前年度当初予算比　＋ 42 億 5,821 万円）
事業会計 １２４ 億   8,676 万円

国民健康保険、介護保険など一般会計と区別が必要な会計

（対前年度当初予算比　▲ 30 億 2,660 万円）
特別会計 １３２ 億    9,320 万円

水道、病院など料金収入で運営している事業の会計

　平成 29 年度当初および補正予算が３月議会で可決され、決
定しました。一般会計予算の総額は２８１億５，９００万円で、
前年度当初予算と比べて７，７００万円の増となりました。
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光
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こ
の
ほ
か
、
平
成
28
年
度
３
月
補

正
予
算
で
計
上
の
地
方
創
生
拠
点
整

備
交
付
金
を
活
用
し
た
マ
キ
ノ
ピ
ッ

ク
ラ
ン
ド
や
安
曇
川
道
の
駅
等
の
観

光
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図
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平
成
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年
度
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一
般
会
計
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併
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発
行
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で
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の
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急
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あ
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現
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舎
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築
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築
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０
０
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２
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催
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０
０
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念
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財政課　 （25）8111

特別会計・事業会計の内訳

特
別
会
計

区　分 当初予算 前年度比較
　国民健康保険特別会計（事業勘定） ７０億９１０万円 ▲１億４，４９０万円
　後期高齢者医療事業特別会計 　５億７, ３４０万円 ＋１, ９５０万円
　熱供給事業特別会計 ８９０万円 ＋２０万円
　介護保険事業特別会計 ５６億１, ５４０万円 ＋３億３，０２０万円
　訪問看護ステーション事業特別会計 ８，６４０万円 ▲８２０万円

事
業
会
計

区　分 当初予算 前年度比較
　水道事業会計 １７億６, ９９８万円 ▲１億９，２８９万円
　下水道事業会計　※１ ４４億９，３３５万円 ＋１３億５，８５５万円
　病院事業会計　※２ ５６億８, ０００万円 ＋９, １１３万円
　介護老人保健施設事業会計 　５億４, ３４２万円 ▲２億２，１９８万円

ふ
る
さ
と
納
税
は

　
４
億
円
を
目
標

Point

（＋ 0.4 億円）14.8 億円

育
て
期
に
わ
た
る
切
れ
目
の
な
い
支

援
を
行
い
ま
す
。

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
総
合
戦
略
の
推
進

Point

歳  出歳  入
２８１億 ２８１億

5,900万円 5,900万円

※ 1…平成 29 年度から地方公営企業会計へ移行しています。前年度比較は昨年度の下水道事業特別会計と
農林業集落排水事業特別会計の合計額と比較しています。前年度より大きく増額となっている主な要
因は地方公営企業会計へ移行したことによる固定資産にかかる減価償却費の計上によるものです。

※ 2…平成 29 年度から国民健康保険朽木診療所を市民病院付属施設として経営統合しています。前年度比
較は国民健康保険特別会計（直診勘定）との合計額と比較しています。

自主財
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依
存

財
源
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主な事業をご紹介します。

産業・観光振興

子育て・教育・女性

医療・福祉・スポーツ振興

　１９１７年（大正６年）に今津町で誕生した「琵
琶湖周航の歌」が今年１００周年を迎えるにあた
り、滋賀県内で「琵琶湖周航の歌促進協議会」が
設立されました。市でも日本遺産等と連携しなが
ら、歌の魅力を活用して市内外に広く発信し、観
光誘客に繋げていきます。

（　　　　琵琶湖周航の歌１００周年記念事業）新規

琵琶湖周航の歌
１００周年記念事業 164 万円

　市内の子育て家庭への支援策を拡充するため、前
年度からの多子軽減に加え、国制度の第２子無料化

（所得制限あり）に市独自施策で年齢制限と所得制
限を撤廃し、第２子の完全無料化を実施します。

（　　　　保育園・幼稚園運営事業（子ども・子育て支援））

保育料、第２子以降
完全無料化 11 億 3,749 万円

拡大

　平成 28 年 12 月に策定しました新高島市民
病院改革プランの実施初年度である今年度は、
プランに基づく経営効率化の目標達成へ向け
て、地域医療支援病院の認定取得や総合診療科
の開設など、重点的な取り組みを図ります。

（病院事業会計）

新高島市民病院改革
プランの実施 56 億 8,000 万円

　妊娠期から子育て期にわたり支援を行うことで、
子育てに関する不安を軽減し虐待発生の防止、健や
かな乳幼児の成長を促すため、妊娠期から子育て期
の切れ目のない支援体制の強化に取り組みます。

（　　　　妊娠・出産包括支援事業）

妊娠期から子育て期まで
切れ目のない支援 613 万円

新規

１

　障がい者や高齢者等の医療費を助成し、保健の
向上と福祉の増進を図ります。また、中学生まで
の子どもの医療費の助成を行います。

（　　　　福祉医療事業）

障がい者や高齢者、中学生
までの子どもの
医療費を助成 3 億 8,658 万円

継続

　老朽化した小学校の校舎を全面的に改修し、教
育環境の改善に努めます。

（　　　　小学校大規模改造事業）

小学校大規模改修
設計業務 １,000 万円

継続

　拠点となる観光施設の魅力向上、情報発信の強
化を進め、滞在型観光の推進による交流人口の増
加、地域経済の活性化を図ります。今年度はマキ
ノ高原温泉さらさとくつき温泉てんくうの改修等
を行います。

（　　　　観光施設魅力アップ事業）

観光施設の魅力向上の
ための改修等 7,333 万円

継続
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　個人番号カードを利用して、全国のコンビニエ
ンスストアのキオスク端末から、住民票の写し等
の交付を受けられるサービスを開始します。
　導入時期は平成 29 年７月予定、市内で利用可
能なコンビニエンスストアは 16 店舗です。
○発行できる証明書
　・住民票の写し　　・印鑑登録証明書　
　・戸籍証明書（謄本・抄本）
　・戸籍の附票の写し（謄本・抄本）
　・所得（課税・非課税）証明書

（　　　　戸籍住民基本台帳システム構築事業（コンビニ交付））

住民票の写し等の
コンビニ交付を開始 6,424 万円

　大雨時における河川水位等の情報を早期かつ
正確に収集し、適正な時期に市民に対し避難準
備情報などの情報発信を行うため、市内５か所
に河川防災カメラを設置します。

（　　　　河川防災カメラ整備事業）新規

市内５か所に河川
防災カメラを設置 9,293 万円

　利用者のニーズに合った施設として、高齢者
や障がい者などに優しい環境整備（エレベータ
の設置やトイレの整備等）を行うことにより、
更なる利便性の向上を図ります。

（　　　　斎場施設改修事業）新規

斎場施設のエレベータや
トイレを整備 1 億 円

４防災・環境・文化振興

生活基盤整備

市役所改革の継続

新規

　従来の事後的な修繕から、予防的な修繕へと転
換を図り、市内に６７０ある橋梁の計画的な長寿
命化対策を行います。

（　　　　橋梁長寿命化事業）

橋梁の定期点検、
補修工事の実施 6 億 4,916 万円

継続

　市民生活に密着した窓口となる各支所は、老朽
化が進み、バリアフリー対応も十分ではありませ
ん。利用者の安全確保や利便性の向上、災害時に
迅速に対応できる地区本部機能を果たすため、順
次改修を進めます。

（　　　　支所庁舎整備事業）

順次、支所を改修し、
安全を確保 3 億 1,379 万円

継続

　ＪＲ新旭駅のバリアフリー化の整備に向けて事
業者（JR 西日本）が行う実施設計に対し補助を
行います。また、駅前にバリアフリートイレの整
備を行います。

（　　　　鉄道駅バリアフリー化事業）

ＪＲ新旭駅バリア
フリー化を補助 3,322 万円

継続

　分散している本庁舎機能を集約し、来庁者の利
便性向上や災害対策本部機能を一元化するため、
現本庁舎の増築工事および改修工事を行います。

（　　　　庁舎増築整備事業）

本庁舎を増築し、
機能集約を図る 7 億 1,028 万円

継続

　防雪対策の必要な路線について、消雪設備を計画的に整備し道路交
通網の安全性の向上を図ります。

（　　　　消雪設備整備事業）

消雪井戸水源調査４か所、
消雪設備整備工事等９か所の実施 3 億 1,953 万円

継続

６つの 新未来政策


